
経営学特論科目名：
井藤　正信(ITO　Masanobu)担当教員：

経営関係の専門書を読むことによって、修士論文の書き方や展開方法を学んでほしい。なお、修士論文の
テーマに合わせた専門書を中心に輪読し受講者の複数いる場合は、毎回担当を決めて発表形式で授業を実
施したい。
また、この授業科目では、修了認定・学位授与の方針の「１．経営学に関連する優れた専門知識を身に付
けている。」をめざします。
なお、学修成果として、『①専門的知識活用能力と②多角的かつ多面的思考能力が獲得できる』に関連し
ています。

【授業の紹介】

修士論文の書き方を少しでも身につけることができれば、到達目標をクリアしたと言える。なお、修士論
文のテーマにそくした指導を行うために、受講者が複数いる場合は目標は個別に設定する。
①学生が修士論文の執筆に役立つ知識を習得できる。
②学生が企業経営に関する包括的な知識を習得できる。

【到達目標】

学生と話し合って、計画を作成したい。受講者が複数いる場合は、それぞれの修士論文に合った授業計画
を作成する予定である。したがって、計画も受講者ごとに異なる場合もある。なお、基本は次のような計
画で進める。なお、本授業ではグーグルクラスルームの設定をまだしていない。近いうちに設定する予定
である。

第1回　ガイダンス　成績の評価方法や大まかな授業の概要について説明する。履修者と話し合って、テ
キストを決める。発表者も決める。
第2回　企業組織について発表者が報告し、それに基づいてディスカッションなど、アクティブラーニン
グを行う。
第3回　具体的な企業を取り上げて発表者が報告し、それに基づいてディスカッションなど、アクティブ
ラーニングを行う。
第4回　業種別に企業組織がどう違うかについて発表者が報告し、それに基づいてディスカッションなど
、アクティブラーニングを行う。　
第5回　在宅学習の課題　課題：教科書を読み、内容を説明できるようにすること。
第6回　日本の企業組織とドイツのそれとの違いを発表者が報告し、それに基づいてディスカッションな
ど、アクティブラーニングを行う。
第7回　日本の企業組織とアメリカのそれとの違いを発表者が報告し、それに基づいてディスカッション
など、アクティブラーニングを行う。　
第8回　アメリカの具体的企業を取り上げて発表者が報告し、それに基づいてディスカッションなど、ア
クティブラーニングを行う。
第9回　ドイツの具体的企業を取り上げて発表者が報告し、それに基づいてディスカッションなど、アク
ティブラーニングを行う。
第10回　日本企業で事業部制を採用している企業について発表者が報告し、それに基づいてディスカッシ
ョンなど、アクティブラーニングを行う。
第11回　アメリカで事業部制を採用している企業について発表者が報告し、それに基づいてディスカッシ
ョンなど、アクティブラーニングを行う。　
第12回　マトリックス組織について発表者が報告し、それに基づいてディスカッションなど、アクティブ
ラーニングを行う。
第13回　集権組織と分権組織の意思決定の違いについて発表者が報告し、それに基づいてディスカッショ
ンなど、アクティブラーニングを行う。
第14回　集権組織を採っている企業を取り上げて発表者が報告し、それに基づいてディスカッションなど
、アクティブラーニングを行う。
第15回　まとめ。第14回までの履修者の発表内容について教員が総評を行う。
定期試験は実施しない

【授業計画】

予習としては、与えられたテキストを熟読し、疑問点などを書き留めておいて、講義の時間に質問して経
営学の理解を深めるようにしてほしい。また、修士論文のテーマに関係した書物や論文を読んでおくこと
も大事である。復習としては、講義で学んだ事柄を自分なりに整理し、要点をノートに書き留めておくこ
とが望ましい。なお、質問等については毎週木曜日11時半から12時半までオフィスアワーを設定している
ので、活用してもらいたい。事前に与えられたテーマについて予習を2時間程度する。授業での内容を復
習で2時間程度をあて纏める。なお、質問等については毎週木曜日11時半から12時半までオフィスアワー
を設定しているので、活用してほしい。

【授業時間外の学習】

授業に出席することを前提に、平常点で評価する。平常点80％。発表内容20％。定期試験は実施しない。
授業で学んだ内容を他の授業や研究にフィードバックさせる。

【成績の評価】



修士論文の執筆に参考となるテキストの利用を考えている。その際も履修者と話し合って決める。
【使用テキスト】

チャンドラー『経営戦略と組織』、実業之日本社、1967年。バーナード『経営者の役割』、ダイヤモンド
社、1968年など。

【参考文献】



経営史特論科目名：
植木　英治(UEKI　Eiji)担当教員：

　企業経営の長期的展望は、企業活動を、経済・技術・文化等々の背景と経営戦略との関連で、現在の立
場から歴史的・発展的に捉えることによって得られる。この観点から、まず理論的視点を経営史学の歴史
を考察することから獲得し、続いてそれを用いて近世西ヨーロッパにおける資本主義企業経営の生成とそ
の後の発展、および近代アメリカにおける「現代企業」の出現とその後の発展を考察し、さらに日本にお
ける近代企業の成立と展開を、さまざまな事例から考究することによって、企業盛衰の歴史の一般的特色
と傾向を捉え、これらの研究を通じて企業経営の今後の展開を国際的な歴史の視点で展望する。
また、この授業科目では、修了認定・学位授与の方針の「１．経営学に関連する優れた専門知識を身に付
けている。２．企業や自治体、ＮＰＯ等の組織で高度な課題に応えられる能力を有している。」に関する
知識、技法の修得をめざします。なお、学修成果『①専門的知識活用能力』『②多角的かつ多面的思考能
力』と関連しています。

【授業の紹介】

　①中世から近世にかけて西ヨーロッパに近代企業の原初形態が出現し、その後資本主義経済の生成と共
に新しい企業形態に発展してきた。西ヨーロッパ、アメリカ、日本における資本主義企業の生成と発展の
過程を分析することによって、欧米日における企業が、それぞれどのような経済社会的背景から登場し、
その活動は当時の社会や人々の生活にどのような意義や影響を持っていたかが理解できるようになる。
　②近年、欧米日の資本主義企業が、それぞれどのような経済的・技術的・文化的背景の中で、株式会社
の形態を採用するようになり、さらにそれがなぜ階層的に組織された専門経営者達によって経営されるよ
うになり、また製造や販売など複数の職能部門を持つ、巨大で複雑な組織体いわゆる「現代企業」と呼ば
れる特徴を持つ企業へと発展してきたかを理解できるようになる。
　③上記の考察を通じて得られた知見をもとに、今後、多角化し、グローバル化した巨大企業が、どのよ
うな経営を行うことによって、国内外の企業の様々なステイクホールダーに貢献しつつ、国際社会の中で
共に成長して行くかを展望できるようになる。
　等々を目標としている。

【到達目標】

　第１回　経営史学の研究課題と研究方法
　第２回　アメリカ経営史学の生成（N.S.B.グラース）
　第３回　企業者史の生誕（J．A.シュンペーター、A.H.コール）
　第４回　A.D.チャンドラーJr.の経営史学
　第５回　中世西ヨーロッパにおける企業経営
　第６回　近代西ヨーロッパにおける資本主義企業経営の生成
　第７回　現代西ヨーロッパにおける資本主義企業経営の発展
　第８回　アメリカ経営史１（三地域の市場形成と交通インフラ整備）
　第９回　アメリカ経営史２（新産業の出現と近代的流通企業の台頭）
　第10回　アメリカ経営史３（企業合同と経営組織の発達）
　第11回　アメリカ経営史４（コングロマリットとネットワーク企業）
　第12回　日本経営史　１　（殖産興業政策と官業払下げ）
　第13回　日本経営史　２　（財閥の興隆と解体)
　第14回　日本経営史　３　（日本的経営の確立と変容)
　第15回　日本経営史　４　（グローバル化とＣＳＲ対応)
定期試験は実施しない

【授業計画】

　上記の研究テーマについて、学生は各自それぞれ割り振られた発表課題を授業で発表・討議するために
、文献やインターネット等を通じて3種類以上調査・分析し、それらをレジュメ（Ａ４で3枚）として作成
しなければならない。また、授業を補足するために、別に3つレポートを指示するので、それら（Ａ４各3
枚程度）を作成して提出をしなければならない。さらに、最終的に総括としての課題を与えるので、その
レポート（Ａ４で3枚）の作成と提出が必要である（４時間）。レジュメとレポートは、すべて受容され
るまで訂正が要求される。

【授業時間外の学習】

　発表課題のレジュメの内容(70％)、その発表に対する質疑応答（10％)、3つの課題レポート（15％）、
および最後に提出が求められる総括課題レポートの内容（5％）等により評価する。各レジュメおよびレ
ポート等に対する評価コメントは、その都度学生に直接伝えてフィードバックする。

【成績の評価】



　下記の文献から、討議箇所を適宜指示する。

小林袈裟治他編　　　『西洋経営史を学ぶ(上)』　 有斐閣、　 　  1982年。
小林袈裟治他編　　　『西洋経営史を学ぶ(下)』　 有斐閣、　 　  1982年。
経営史学会編　　　　『日本経営史の基礎知識』　 有斐閣、　　 　2004年。
経営史学会編　　　　『外国経営史の基礎知識』　 有斐閣、　　　 2005年。
Ｆ．アマトーリ他著　『ビジネス・ヒストリー』ミネルヴァ書房、  2014年。
経営史学会編　　　　『経営史学の50年』　　　日本経済評論社、  2015年。
安部悦生著　　　　　『経営史学の方法』　　　ミネルヴァ書房、  2019年。　
　上記以外の文献については、授業でその都度指示する。

【使用テキスト】

　必要に応じて随時紹介するが、下記の文献も参考文献として掲げておく。

P.スクラントン他著　　『経営史の再構築』　蒼天社出版、　2017年。

【参考文献】



ベンチャー企業経営特論科目名：
正岡　利朗(MASAOKA　Toshirou)担当教員：

　我が国において、ベンチャー企業は、広く「スタートアップ」や「スモールビジネス」を含む概念と考
えられています。本講義では、まず、ベンチャー企業についてのイメージを深めた上で、よく見られる組
織形態を説明し、続いて、ベンチャー企業存続の要諦たるビジネスアイデアと資金調達に言及します。そ
して、ベンチャー企業が陥りやすい経営危機について解説を行います。
　なお、この授業科目では、修了認定・学位授与の方針の「１．経営学に関連する優れた専門知識を身に
付けている。」、「２．企業や自治体、ＮＰＯ等の組織で高度な課題に応えられる能力を有している。」
に関する知識、技法の修得をめざします。
　また、学修成果『①専門的知識活用能力、②多角的かつ多面的思考能力』に関連しています。

【授業の紹介】

１．経営学の研究を遂行する上で、身につけておきたいベンチャー企業についての各種の情報を整理して
理解することができる。
２．理論と実証の両方をバランスよく身につけられるようになる。
３．さらに、将来自ら起業をしたり、ベンチャー企業に関わることを積極的に志向する場合は、より実践
的な知識や考え方を身につけられるようになる。
４．上記の各知識や授業中に得た情報処理能力を統合的に活用して、ソサエティー5.0に寄与する各技能
や考え方を身に付けることができる。

【到達目標】

第１回　ガイダンス
第２回　ベンチャー企業とは①（総論）
第３回　同　上②（さまざまな活躍分野）
第４回　ベンチャー企業の組織形態①（総論）
第５回　同　上②（さまざまな組織形態）
第６回　ベンチャー企業とビジネスアイデア①（総論）
第７回　同　上②（ビジネスアイデアの管理）
第８回　同　上③（ビジネスアイデアの活用）
第９回　ベンチャー企業の資金調達①（総論）
第10回　同　上②（さまざまな助成金）
第11回　同　上③（助成金の活用）
第12回　ベンチャー企業の経営危機①（総論）
第13回　同　上②（組織崩壊など）
第14回　同　上③（風評被害など）
第15回　これまでの授業のまとめ（学習した重点項目の確認）と質疑応答
定期試験は実施しない。

【授業計画】

　よいレポート内容をまとめるには相当な時間外の学習が必須となります。さまざまな意見を総合して、
自分の意見をまとめるための参考にするという態度を時間をかけてぜひ身につけてください。毎回の授業
開始前にはプリント等を復習し、疑問点、気づいたことをメモ等にまとめておいてください（２時間）。
また、毎回の授業毎にＡ４・１枚程度の内容要約を行って記録しておいてください（２時間）。オフィス
アワーを設定しているので、掲示等で日時を確認の上、質問に来てください。

【授業時間外の学習】

　レポート提出（100％）の結果により判断します。ただし、授業態度が不適切な場合はそれに応じた減
点をしますので留意してください。なお、各受講生のレポートの結果については講評し、フィードバック
を行います。

【成績の評価】

　とくにありません（インターネットを使用する場合もある）。
【使用テキスト】

　読売新聞大阪本社『ふるさと再生　カギは四国にあり』中央公論新社、2016年。（￥1,620）
【参考文献】



経営組織特論科目名：
藤原　泰輔(FUJIHARA　Taisuke)担当教員：

この授業は実務経験のある教員による授業である。企業での戦略策定、中期計画策定、資金調達やM&Aの
実施など実際の経験を活かし、企業の現場における具体的な事例を盛り込んだ授業を行う。
組織が優れた成果を出すためには、組織のマネジメントが極めて重要になる。そのためには
組織の構成要素となる人・集団のダイナミズムを理解し、同時に人や集団が形成する構造の特性を理解す
る必要がある。そこで、この授業では、著書や論文を読みながら、ミクロ・マクロの組織マネジメントに
おける基礎理論を把握し、実務上の組織運営課題とその解決策について検討・理解をすすめていく。
本講義は、修了認定・学位授与の方針の「１．経営学に関連する優れた専門知識を身に付けている。」を
目的とする。また、学修成果『①専門知識活用能力、②多角的かつ多面的思考能力』に関連している。

【授業の紹介】

①組織論（ミクロ組織論、マクロ組織論）に関する諸理論を理解し、適切に説明することができる。
②理解した組織理論を、研究の場、実践の場で応用的に活用することができる。

【到達目標】

第1回　イントロダクション
第2回　個人・集団・組織
第3回　モチベーション
第4回　リーダーシップ
第5回　分業・調整・委譲
第6回　組織の分化と統合
第7回　組織の構造
第8回　組織の価値観
第9回　高業績組織の仕組み
第10回　マネージャーの役割
第11回　実行する組織
第12回　組織間関係
第13回　組織とステークホールダー
第14回　経営者の役割
第15回　各回の要約と振り返り、および質疑応答
定期試験は実施しない。

【授業計画】

事前に指定される書籍・論文・資料を読み込み、内容に関するレジュメを作成する必要がある（3時間）
。
また講義実施後に講義内で討議した内容に関する復習が求められる（1時間）

【授業時間外の学習】

討議への貢献（50％）、期末レポート（50％）によって評価を行う。
評価に関してフィードバックを希望する人は個別に研究室で実施する。

【成績の評価】

なし。資料が必要な場合には事前に配布する。
【使用テキスト】

野中郁次郎『経営管理』（日経文庫）日本経済新聞出版（1980年）
沼上幹『組織デザイン』（日経文庫）日本経済新聞出版（2004年）

【参考文献】



経営戦略特論科目名：
井藤　正信(ITO　Masanobu)担当教員：

本講義では、経営戦略の主要な論者の理論を紹介しながら、院生が主体的に発表できるような時間を設け
ることを予定している。分かりやすいように、実際の企業で採られた経営戦略について具体的に取り上げ
、解説を加える一方、院生に事例研究をしてもらう。とりわけ、近年のМ＆Aは、経営戦略に不可欠なテ
ーマであり、その点からも事例を取り上げたい。
また、この授業科目では、修了認定・学位授与の方針の「１．経営学に関連する優れた専門知識を身に付
けている。」に関する知識、技法の修得をめざします。なお、学修成果『①専門的知識活用能力と②多角
的かつ多面的思考能力が獲得できる』に関連しています。

【授業の紹介】

①現実の企業戦略を学び、就職した際にその知識を活かすことができる。
②いくつかの企業における経営戦略について具体的に説明できる。

【到達目標】

第１回　ガイダンス　講義の概要、報告の仕方や方法、成績評価について理解してもらう。
第２回　企業戦略の基礎
第３回　企業戦略の事例
第４回　企業戦略の事例
第５回　院生報告①：事例研究と教員の解説
第６回　院生報告②：事例研究と教員の解説
第７回　院生報告③：事例研究と教員の解説
第８回　院生報告④：事例研究と教員の解説
第９回　院生報告⑤：事例研究と教員の解説
第10回　院生報告⑥：事例研究と教員の解説
第11回　院生報告⑦：事例研究と教員の解説
第12回　院生報告⑧：事例研究と教員の解説
第13回　これまでの企業の実践例に対する解説1
第14回　これまでの企業の実践例に対する解説2
第15回　まとめとしてこれまでの報告の総括を院生にしてもらい、それに対して教員側はコメントする。
定期試験は実施しない

【授業計画】

当然、院生に企業での実践例を報告してもらう以上、事前の下調べに時間をかけてもらう。予習に2-4時
間程度、復習に1時間程度かけるのが望ましい。

【授業時間外の学習】

報告内容と授業中での受け答えが評価の中心となる。定期試験は実施しないので、平常点の評価となる。
日常の受講態度や質疑応答を平常点として、平常点60％、報告内容40％といった割合で評価する。院生の
報告内容について教員がコメントをつけてフィードバックする。

【成績の評価】

第1回のガイダンスの時間に院生と相談して決める。
【使用テキスト】

マイケルポーター『競争の戦略』ダイヤモンド社、1996年。や図書館配架の戦略論の著書等。
【参考文献】



人的資源管理特論科目名：
松繁　寿和(MATSUSHIGE Hisakazu)担当教員：

人の育成、配置、意欲に関する議論を理解し、経済社会における人の能力の役割を理解することを目的と
する。人的資源に関する経営学、経済学や社会心理学等における複数の専門的知識を身につけ、現実に起
こっている問題を理解するにあたり、多角的かつ多面的に思考できるようになる。また、今後の日本にお
ける人材育成のあり方や日本企業における人事・処遇制度のあり方を検討することで、ビジネス社会で起
きている多様な要求に対応でき、かつ、課題解決に取り組める能力を獲得する。
また、この授業科目では、修了認定・学位授与の方針の「１．経営学に関連する優れた専門知識を身に付
けている。２．企業や自治体、ＮＰＯ等の組織で高度な課題に応えられる能力を有している。」を目的と
しています。また、学修成果『①専門的知識活用能力②多角的かつ多面的思考能力』に関連しています。

【授業の紹介】

1.経済社会における人材育成および人的資源管理の需要性を理解し、客観的な議論ができる。
2.日本企業の人事制度を理解し、その特徴をステレオタイプな議論を離れて議論できる。
3.経済新聞の教育や労働に関する記事を背景と構造に関する知識をもって理解できる。
4.企業等における人的資源管理に関われる知識を身につけ課題解決に役立てることができる。

【到達目標】



第１回 労働力
労働力に関する用語の定義と労働市場の状況を捉えるための指標を紹介する。また、これらの指標は、生
活のどのような側面を反映しているかを考える。

第２回 企業内人事・処遇制度
まず、人事・処遇制度の中味を説明し、年功的賃金や昇進がどのように生じるかを説明する。また、労働
意欲を向上させるための報酬・処遇制度における工夫も紹介する。その後。成果主義といわれる人事制度
がどのような改革であったのかを考える。また、そのような施策の有効性と限界を考える。

第３回 賃金と労働供給
労働市場の分析は、労働供給の動きと労働需要の動きによって決定されるので、まず、労働供給がどのよ
うに決定されるかを説明する。なかでも重要な要因である賃金と労働供給の関係を考える。

第４回 賃金以外の要因と労働供給
勤労所得以外の所得の存在が、労働供給に与える影響を考える。例えば、宝くじに当たったような場合、
労働者の働き方がどのように変化するかを理論的に考える。

第５回 労働需要
企業が利潤を求めて行動することにより、労働への需要がどのように導き出されるかを理論的に説明する
。労働供給の議論と対比しながら、賃金と労働需要の関係を考える。

第６回 労働時間
労働時間の決定に影響を及ぼす党員を、経済的要因と制度的要因の両方から探る。また、それぞれの要因
によってどのようなことが労働市場で起きているのかを分析する。

第７回 機械と労働
生産要素としての労働と資本、すなわち労働と機械設備との関係を取り上げる。最初に基礎的な理論を紹
介し、その後、機械化がそれぞれの需要にどのような影響を与えるかを議論する。例えばIT化がどのよう
な労働者への需要を増加させているかなどを議論する。

第８回 海外との競争
企業が世界規模での競争を余儀なくさせられていることに注目し、日本企業の海外移転がどのような影響
を日本の労働市場に与えているかを検討する。また、たとえ企業が海外に移転しなくても、生産物の競争
によって、間接的に海外の労働価格が国内の労働価格に影響をおよぼすことを説明する。

第９回 若者と労働
若者の就労意識の変化や不安定な就労の恒常化などの問題を、労働経済学の視点から供給面での変化と需
要面での変化に分けて整理し、どのような要因によってそれらが生じているかを検討する。

第10回 ダイバーシティ１
男女間に存在する経済格差に注目し、それがどのように生じるかを考える。また、最近増加している非正
規雇用の問題を、特に女性就労の点から考える。

第11回 ダイバーシティ２
まず、結婚出産で仕事を辞め家庭に入るという現象を紹介する。また、少子化がどのように進んできたか
を観察し、女性の労働力化との関係を探る。さらに、近年注目されている均等試作や両立支援策を紹介し
、どのような効果が期待されているのかを議論する。

第12回 高齢者雇用と活用
年功に経済合理的意味を与えた労働経済学の理論も紹介する。一方、そのような人事・処遇制度において
生じる高齢者雇用の問題を取り上げる。

第13回 中小企業、開・廃業、イノベーション人材
まず、日本における賃金の企業間格差の現状を観察する。さらに、新規開業率や廃業率の推移をみること
で、経済の新陳代謝の問題を考える。

第14回 コーポレートガバナンスと労働組合
企業経営におけるさまざまなステークホルダーの存在を見ることで、企業はいったい誰のものであるかを
考える。また、従業員の利益を守ってきた組合を取り上げ、その変遷と現在抱えている問題を議論する。

第15回 格差とセーフティネット
これまで見てきた各テーマを格差の視点から捉え直すことで、どのような側面で格差が問題とされている
のかを整理し直す。また、セーフティネットが政策的にどのように変更されたかを知り、その影響を検討
する。

定期試験は実施しない

【授業計画】



1.予習：関係する教科書の章や必要に応じて事前に配られる資料の理解（各1時間）
2.復習：関係論文の学修、関係資料の収集（各３時間）

【授業時間外の学習】

関係論文に関するレポートおよび収集資料の提出内容（100%）
提出物に関してはフィードバックを行いレポートの書き方を指導する。また、関係する学術論文あるいは
関係する課題を扱った記事を取り上げ、議論を深める。

【成績の評価】

テキストは指定しません。講義ノートをもとに授業を行います。
【使用テキスト】

石田光男、上田眞士 (編) ( 2022)『パナソニックのグローバル経営:仕事と報酬のガバナンス (MINERVA
現代経営学叢書 55)』ミネルヴァ書房

Pierre Cahuc, Stephane Carcillo, and Andre Zylberberg (2018) Labor Economics, 2nd edition,
Paperback, MIT press

【参考文献】



財務管理特論科目名：
井上　信一(INOUE　Shin'ichi)担当教員：

クラスコード：37hcj6n
研究科のディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシーに沿って、幅広い専門性を備えた優れた職業人
の養成を目標にし、そのために必要な経営学領域（コーポレート・ファイナンス）の専門的知識の習得及
び実践力の養成を目的にしています。
「金融資本主義(financial capitalism)」あるいは「信用経済)credit economy)」といわれる時代を迎え
、マネーが世界を闊歩しています。現代の企業活動は、「人、モノ、カネ、情報」から成り立っています
が、この授業では「資金（ファイナンス）」の面に焦点をあて、コーポレート・ファイナンスの調達と運
用について、その理論と技法を理解することを目的にします。同時に企業財務の理論、歴史及び日本企業
の資金調達・運用の実態についても明らかにします。経営学特論、リスク・マネｼﾞﾒﾝﾄ特論、会計学特論
、管理会計特論、金融論などの科目などとの関係も深いので、それらの講義についても幅広い関心と理解
があることが望まれます。
また、この授業科目では、修了認定・学位授与の方針の「１．経営学に関連する優れた専門知識を身に付
けている。」に関する知識、技法の修得をめざします。なお、学修成果『①専門的知識活用能力②多角的
かつ多面的思考能力』に関連しています。

【授業の紹介】

金融資本主義における財務管理の理論と実態に関連する専門知識が理解・習得できることを目標とします
。講義はできるだけ具体的な事例紹介などを織り込みながら、以下のことが広く理解できるようになるこ
とを到達目標とします。
１．企業経営と財務管理の関係とその意義と重要性を理解できる。
２．資金調達の意義、方法を理解することができる。
３．企業価値創造と自己金融の内容について理解できる。
４．日本企業の財務管理の動向とその特徴について理解できる。
５．最近の資金調達と運用の理論と方法について理解できる。

【到達目標】

配布資料をもとに、履修生が事前学習をもとに、プレゼンテーション資料を作成し、それをもとに報告し
ていただきます。それをベースに、出来るだけディスカッションを中心に解説などを加え、テーマの内容
を深めてゆきたいと思います。
なお現在なお、COVID-19の影響で、世界の中小企業だけでなく、大企業も資金繰りをはじめとするコーポ
レート・ファイナンスは大変な状況にあり、企業経営の最大課題の一つです。財務管理、資金管理の意義
、必要性がリアルタイムで緊急の課題であり、対応がせまられています。websiteなどのネットや雑誌、
新聞、図書などをもとに、現実の経済、特に「金融、資金繰り、キャッシュフロー」の実態と課題をリア
ルタイムで検証していきます。世界経済（金融、資金繰り）の現実・実態を、同時代人の目で考え、理解
していきます。
１５回の講義要目は、次の通りです。
第１回　コーポレート・ファイナンスとは？
第２回　コーポレート・ファイナンスの舞台（１）－企業形態と責任制度
第３回　コーポレート・ファイナンスの舞台（２）－資本集中と支配集中
第４回　企業評価指標
第５回　株式資本の調達（増資、種類株、配当政策）
第６回　自己金融（１）利益の留保と費用の留保
第７回　自己金融（２）減価償却と長期引当金
第８回　社債資本の調達と借入金の調達
第９回　経営計画と財務計画
第10回　長期資本管理・短期資本管理
第11回　現在価値と投資の評価　
第12回　キャッシュフローと資金の効率化
第13回　証券化
第14回　デリバティブ（金融先物商品）
第15回　中小企業財務とベンチャーキャピタル
(期末試験は実施しません。）

【授業計画】



授業の予習と復習には、毎回それぞれ2時間程度をかけてくだのさい（合計60時間）。同時に、大学の図
書館で、日経新聞など経済関係の新聞・雑誌、あるいはネット等のSNSで世界のビジネスの財務管理や財
務関連の記事（ＦＴ、ＷＳＪをはじめとする新聞記事、雑誌、企業の有価証券、ホームページ）など、経
済情報に日々積極的に目をとおし、常に理論と実務の関係を考えることが、コーポレート・ファイナンス
への興味と理解を深めるのに重要です。ファイナンスの世界は、激動・緊急の状態にありますので、毎日
世界の企業のファイナンス情報に接すると共に、常に「なぜ(Why)？」と[自分ならどのような意思決定を
するのか」という、アクティブ・ラーニングの視点を持ってアプローチすることが、将来の経営者になる
確率の高い皆さんには肝要です。なお予習、復習の成果物は、ノート、レポート、報告レジュメ等により
、確認します。

【授業時間外の学習】

講義へのアクティブなコミットメントとコツコツと自主学習をすることが大切です。成績評価は、予習、
報告、報告のレジュメ、討論への参加程度（質、量）（70％）と期末レポート30％）で、評価します。
学生へのフィードバックは、次回講義の時に学生からの質問への対応、ノート、レジメ、レポートなどへ
のコメントなどにより行います。なお試験のフィードバックは、クラスルームや＜学生へのコメント＞な
どにより対応します。それ以外は、オフィスアワー、クラスルームの機能を活用して学生とのコミュニケ
―ション、フィードバックを高めたいと考えています。

【成績の評価】

テキストは使用しません。予習・復習のための「講義資料」を、事前に配布します。それをもとに、プレ
ゼンテーションのためのレジュメの作成、報告をお願いします。授業での議論をもとに、復習において発
展的な課題に生かしてください。（なおこの講義のためのノート（デジタルを含む）は必須で、予習・復
習と講義に大いに活用してください。）

【使用テキスト】

坂本恒夫編著『テキスト　財務管理　第５版』中央経済社、2015年。荒井好和『リーマンはなぜ破綻した
のか』日本経済評論社、2016年。それ以外は、必要に応じて、講義の中で紹介します（図書館で、コーポ
レートファイナンス、財務管理などという名前の本を手に取ってみてください）。また新聞、雑誌、ネッ
トなどの経済・ビジネス・ファイナンスの記事に常に目を通すことは重要で、コーポレートファイナンス
の理解に大いに役立ちます。

【参考文献】



リスクマネジメント特論科目名：
安井　敏晃(YASUI　Toshiaki)担当教員：

　リスクマネジメントとはそもそも企業を取りまくリスクに対処するために保険を管理する「保険管理」
が発展して誕生したものである。
　本講義ではそのリスクマネジメントについて解説する。
　まず，リスクおよびリスク類概念について説明した後，リスクマネジメントの歴史を学ぶ。
　その後，リスクマネジメントの進め方について検討した後，具体的なリスク処理手段，特に保険につい
て考察する。
　本講義では専門的知識として，リスクマネジメントに関連する優れた専門知識の修得を目指している。
　なお，この授業科目では，修了認定・学位授与の方針の「１．経営学に関連する優れた専門知識を身に
付けている。」に関する知識，技法の修得をめざす。また，学修成果『①専門的知識活用能力②多角的か
つ多面的思考能力』に関連しています。

【授業の紹介】

　リスクマネジメントと保険の役割について説明できる。
【到達目標】

第1回　危険，リスク，ハザード（危険および危険ノ類概念について理解する）
第2回　損失とは　（損失概念について学ぶ）
第3回　リスクマネジメントの枠組み（リスクマネジメントの枠組みについて学ぶことでリスクマネジメ
ントについて理解を深める）
第4回　リスクマネジメントプロセス（リスクマネジメントプロセスについて学び，リスク処理手段の進
め方を確認する）
第5回　リスクマネジメントの変遷（リスクマネジメントの変遷を学ぶことで保険との関わりを理解する
）
第６回　危機管理とは（リスクマネジメントと関わりの深い危機管理との異同を理解する）
第７回　リスクマネジメントの視点からみる損害保険（損害保険の入門的な知識を獲得する）
第８回　損害保険の構造（損害保険の基礎的な構造を確認する）
第９回　損害保険契約の基礎（損害保険契約の基礎的な知識を理解する）
第10回　保険契約者の義務（保険契約者に課される義務について学ぶ）
第11回　損害保険の免責事由（各種免責事由について学ぶ）
第12回　損害保険の限界（損害保険の限界について学ぶ）
第13回　生命保険の基礎（生命保険の基礎について学ぶ）
第14回　生命保険料の計算（生命保険料の計算方法について学ぶ）
第15回　まとめ（全体を振り返り，重要なポイントを確認する）
定期試験は行わない。

【授業計画】

次回の講義内容を確認し、教科書や図書館等で調べノートにまとめること。(2時間)また、3回のグループ
発
表に向けて準備をすること。(計15時間)なお、3回のレポートの提出を課す。(計15時間)

【授業時間外の学習】

　定期試験は行わない。　
　講義への取り組み、レポート（3回）等を総合して評価する。
　詳細は以下の通りである。
　講義への取り組みと講義内の課題（10％）、口頭発表（30％）、レポート課題（60％）
　講義内の課題と口頭発表については，授業時に結果を講評しフィードバックを行う。

【成績の評価】

　レジュメを使用する。
【使用テキスト】

　上山道生（2002）『リスクマネジメントの仕組み』（中央経済社）
　大谷孝一編（2012）『保険論第三版』（成文堂）
　森宮康（1986）『リスクマネジメント論』(千倉書房)

【参考文献】



経営情報学特論科目名：
神部　順子(KANBE　Junko)担当教員：

　経営情報系や事業創造に関する科目であり、修了認定・学位授与の方針の「１．経営学に関連する優れ
た専門知識を身に付ける」に関する知識、技法の修得を目指す。また、学修成果『①専門的知識活用能力
、②多角的かつ多面的思考能力』に関連している。
　経営情報とは経営や運営のための各種の判断を行うために必要なデータを指す。多くのデータは商品受
注・部品発注・生産・ユーザ対応・経理等の企業運営の中や国際情勢・国内情勢の変化の中で作られる。
企業運営では適正な判断をするためのデータを速やかに、必要とする担当者に提供しなければならない。
　企業活動の中で経営情報がどのように活用されているか、ネットワークに接続された情報システム上で
経営情報が取り扱われるようになった結果として、ワークフローや組織はどのように変化したか、優れた
企業とそうでない企業の差はどこから生じるのかなどを実在する企業の事例を含めて議論する。
　

【授業の紹介】

(1)会社を経営もしくは管理運営するためにどのような経営情報が必要かを判断することができる。
(2)個別の経営情報が企業運営にどのように影響するかを見極めることができる。
(3)どのような経営情報を強化していけばいいかを判断できる。
(4)企業として、装備すべき情報システム設計の基本を理解できる。

【到達目標】

第１回　オリエンテーション
第２回　経営資源としての情報
第３回　経営情報に関する基礎知識の確認
第４回　経営情報システムの変遷
第５回　情報通信技術の進展
第６回　経営情報システムの設計・開発
第７回　経営情報システムの管理
第８回　企業情報システムの現状
第９回　情報通信技術とビジネス・プロセス革新
第10回　ネットビジネス①現状と今後の展望
第11回　ネットビジネス②事例研究
第12回　情報通信技術と組織変革
第13回　情報通信技術と組織コミュニケーション
第14回　情報通信技術と社会
第15回　まとめ：経営情報における今後の課題
定期試験は行わない。

【授業計画】

予習や復習には講義ごとに4時間程度の時間を割くこと。
事前に確認した教科書に関しては予習を行い、質問点疑問点を明確にしたうえで授業に臨むこと。
学期中にほぼ毎回ミニ・レポートを課す。講義中のノートを必ず読み返し、レポート作成の参考とするこ
と。

【授業時間外の学習】

毎回の講義への積極性の評価(30%)、ミニ・レポート(50%)および期末レポート(20%)により評価する。
また、提出されたレポートは記述内容の先進性(60%)、講義内容の理解レベル(40%)で評価する。
フィールドバックとしてレポートは返却する。返却されたレポートを読み直し、再提出を含めて見直すこ
と。
また、オフィスアワーを設定しているので利用すること。

【成績の評価】

経営情報論（新版補訂）遠山　暁他著　有斐閣　2015年
【使用テキスト】

経営情報要論　岸川善光編著　同文館出版　2017年
最新ITを活用する経営情報論モバイルからビッグデータまで　小泉　澄監修　テン・ブックス　2014年

【参考文献】



情報システム特論科目名：
山口　直木(YAMAGUCHI　Naoki)担当教員：

「情報システムの開発はプロジェクトマネジメント：PMに関連する」「情報システムの導入は業務改善に
役に立つ」これらは当たり前のことと捉えられていますが、PMや業務改善とは何かを本当の意味で理解し
ている人は少ないと考えられます。それらのことが日本企業のDXの遅れにつながっていると、私は考えて
います。

この講義では、PMの標準であるPMBOKの学修と業務改善を題材としたPMを通じて企業のDXに役立つ人材を
育成することを目標としています。

また、この授業科目では、修了認定・学位授与の方針の「２．企業や自治体、ＮＰＯ等の組織で高度な課
題に応えられる能力を有している。」に関する知識、技法の修得をめざします。なお、学修成果『①専門
的知識活用能力②多角的かつ多面的思考能力』に関連しています。

【授業の紹介】

（１）情報システムに関する知識を理解できる
（２）プロジェクトマネジメントに関する知識を理解できる
（３）業務改善手順を理解できる
以上を到達目標とします。

【到達目標】

第1回�オリエンテーション
第2回�情報システムとは
第3回�プロジェクト管理とPMBOK
第4回�PMBOKの全体像
第5回�要件定義、計画フェーズ
第6回�設計フェーズ
第7回�テスト・移行、運用・保守フェーズ
第8回�情報システムと業務改善
第9回�業務改善プロジェクトの策定
第10回�業務プロセスのモデル化
第11回�業務における問題発見
第12回�それぞれの問題に対する改善策の策定
第13回�プロセスの再設計
第14回�業務改善の提案
第15回�改善案のレビュー
定期試験は実施しない
上記の授業計画は目安であって受講生の理解度に合わせて進行状況を変えることがあります。

【授業計画】

classroomを用いて、授業管理を行うので、必ずインストールをすること。
（1) google classroomを通じて、予習・復習のキーワードを提示する場合もあるので、
図書館等で調べ、ノート等にまとめておくこと。　120分
（2) 予習・復習、レポート等を行う場合には、まず、自ら調べ。その結果を他の学生のレ
ポートと比較するなど、グループワークを意識して行うこと。60分
（3) 授業において、疑問に感じたこと、興味を持ったことは研究室に質問に来る、図書館
で来るなど、自ら学ぶ姿勢を明確にすること。　60分
オフィスアワーを設定しているので、積極的に利用すること。

【授業時間外の学習】

授業での成果物(80%)、レポート(10%)、授業への取組(10%)とする・
レポート等については、採点・添削後に返却することにより、フィードバックを行う。

【成績の評価】

プロジェクトマネジメント標準 PMBOK入門: PMBOK 第6版対応版
広瀬　修（著）、オーム社、2028年、\2,000円＋税　 ISBN-13  :  978-4274221804
上流モデリングによる業務改善手法入門
世古 雅人、渡邊 清香（著）、技術評論社、2010年、\2,480円＋税、 ISBN-13  :  978-4774144351 、

【使用テキスト】

適宜指示する。
【参考文献】



経営工学特論科目名：
佃　昌道(TSUKUDA　Masamichi)担当教員：

　この授業は経営情報系や事業創造に関する科目であり、修了認定・学位授与の方針の「１．経営学に関
連する優れた専門知識を身に付けている。」の育成にかかわっている科目である。また、学修成果『①専
門的知識活用能力②多角的かつ多面的思考能力』に関連している。
　経営に関する諸問題について、経営工学的アプローチによって問題を解決する方法を学び、そのビジネ
ス分野への応用について理解を深める。経営情報の専門的知識の修得を目標としている。

【授業の紹介】

　企業経営に出くわすようなデータを分析して、経営に関する諸問題を具体的に理解することができ、そ
れを数理的に解決できる力を養う。そのため、比較的簡単なデータを分析することから始めてより複雑な
データを分析できるようにする。

【到達目標】

　第１回　スケジューリングの考え方
　第２回　スケジューリングの実際
　第３回　スケジューリングとPERT/CPM
　第４回　線形計画問題
　第５回　線形計画と生産計画
　第６回　線形計画と輸送問題
　第７回　線形計画と最適配置問題
　第８回　線形計画とその他の問題
　第９回　需要予測の手法
　第10回　需要予測の例
　第11回　在庫管理の考え方
　第12回　在庫管理の実際
　第13回　経済性計算の考え方
　第14回　経済性計算の例
　第15回　レポートのまとめ方
定期試験は実施しない

【授業計画】

下記の予習や復習には講義ごとに4時間程度の時間を割いてほしい
事前にした資料に関しては予習を行い、質問点疑問点を明確にしたうえで授業にのぞむこと
学期中にほぼ毎回ミニ・レポートを課す。講義中のノートを必ず読み返し、レポート作成の参考とするこ
と。

【授業時間外の学習】

毎回の講義での積極性を評価する(30%)、
ミニ・レポート(50%)および期末レポート(20%)により評価する。（期末テストは行わない）
また、提出されたレポートは記述内容の先進性(60%)、講義内容の理解レベル(40%)で評価する。
なお、期末レポートを提出しない者、出席が10日に満たない者は不合格とする
また、遅刻もしくは早退2回で欠席1回とする。
課題レポートは、添削し返還します。

【成績の評価】

　テキストは使用せず毎回プリントを配布する。
【使用テキスト】

森雅夫，松井知己『オペレーションズ・リサーチ』（朝倉書店）
秋庭雅夫『インダストリアルエンジニアリング』（日科技連）

【参考文献】



ビジネスシミュレーション特論科目名：
浮穴　学慈(UKENA　Satoshige)担当教員：

　新規にビジネスモデルを構築したり、既存の市場への新規参入を実施したりするときには、勝算を見積
もることが必要ですが、このための有用な手法にビジネスシミュレーションがあります。ビジネスシミュ
レーションでは、対象とする市場を何らかの数理的なモデルとして表現することで、どのような結果がも
たらされるのかを計算します。ビジネスシミュレーションの応用として、現実の人間同士の駆け引きを通
じて市場モデルの特性を理解する手法であるビジネスゲームがあります。ビジネスゲームを用いると、そ
の市場において人間同士にどのような相互作用が発生するのかを探ることも可能です。
　この授業では、ビジネスゲームの理論的な解析を通じて想定される結末と、実際のゲームの結果が一致
するのか否かについて議論を行います。加えて、現実の何らかの市場からゲームとしてのトレードオフ構
造を抽出して、ビジネスゲームの市場モデルを設計することに取り組みます。
　受講に必要な前提知識として、データ分析の方法を理解していることが挙げられます。事前に、経営学
部における統計学関連の様々な授業科目や「スモールビジネス論」における学習内容を復習しておいてく
ださい。

　なお、この授業科目では、修了認定・学位授与の方針の「２．企業や自治体、NPO等の組織で高度な課
題に応えられる能力」に関する知識、技法の修得を目指します。
　また、学修成果『①専門的知識活用能力、②多角的かつ多面的思考能力』に関連しています。

【授業の紹介】

1.　市場のメカニズムを推測し、最大の利益を追求することができる。
2.　他社の戦略を推測し、適切な対策を取ることができる。
3.　市場の数理モデルを解析して、どのような結末が導かれるのかを理解できる。
4.　現実の市場からビジネスゲームの市場モデルを設計することができる。

【到達目標】

第１回　ガイダンス
第２回　ベーカリーゲーム(1)：リハーサル
第３回　ベーカリーゲーム(2)：ゲームセッション1
第４回　ベーカリーゲーム(3)：ゲームセッション2
第５回　ベーカリーゲーム(4)：発表
第６回　ビジネスゲームの理論的な解析
第７回　ゲームの構造とトレードオフ
第８回　市場モデルの設計(1)：様々な市場の具体例
第９回　市場モデルの設計(2)：市場についての分析
第10回　市場モデルの設計(3)：トレードオフの抽出
第11回　市場モデルの設計(4)：数理モデルの構造の設計
第12回　市場モデルの設計(5)：数理モデルの妥当性の評価
第13回　市場モデルの設計(6)：各種パラメータの調整
第14回　市場モデルの設計(7)：発表
第15回　総括：レポートについての解説
定期試験は実施しない

【授業計画】

以下の標準所要時間は、達成に必要な目安の時間を授業回あたりの時間に換算したものです。
発表の準備（1時間）、レポート課題の作成（1時間）を必要とします。
予習として事前に配布する資料に目を通し、専門用語を拾って意味を調べ、疑問点と合わせてノートに記
載すること（1時間）を課し、復習として授業の内容を自分なりにまとめて再構成し、他者への説明がで
きるようにしておくこと、自分なりの意見をノートに記載すること（1時間）を課します。
　解らないことがある場合、研究室に質問に来ればヒントやアドバイスを与えます。オフィスアワーを設
定していますので、掲示等で日時を参照してください。　

【授業時間外の学習】

授業における質疑応答と議論への貢献（20%）、授業内の課題（20%）、プレゼンテーション（20%）、レ
ポート課題（40%）
授業内の課題やプレゼンテーションについてのフィードバックは、その授業のなかで行います。また、レ
ポート課題のフィードバックは、後日、研究室において課題の評価の詳細について説明します。

【成績の評価】

資料を配布する。
【使用テキスト】



中山幹夫「社会的ゲームの理論入門」（勁草書房）ISBN978-4-326-50267-7，￥2,800+税．
藤田勝康「ExcelによるOR演習」（日科技連）ISBN978-4-8171-5033-2，￥2,200+税．
笠井清志「コンビニのしくみ」（同文舘出版）ISBN978-4495577018，￥1,600+税．
大久保一彦「成功する小さな飲食店の始め方」（西東社）ISBN978-4791613816，￥1,300+税．

【参考文献】



会計学特論科目名：
石田　裕明(ISHIDA　Hiroaki)担当教員：

今日、企業の経済活動は複雑化、多様化しており、それに対応するように会計制度も大きく変化していま
す。本講義では、こうした制度変革の背景や基礎となる論理について考察するとともに、現行の会計制度
、会計基準について具体的に検討します。
また、この授業科目では、修了認定・学位授与の方針の「１．経営学に関連する優れた専門知識を身に付
けている」、「２．企業や自治体、ＮＰＯ等の組織で高度な課題に応えられる能力を有している」を目的
としています。また、学修成果『①専門的知識活用能力②多角的かつ多面的思考能力』に関連しています
。

【授業の紹介】

現代における会計の理論と制度を的確に捉え、その基礎となる論理を説明することができる。
【到達目標】

第1回 オリエンテーション
第2回 現代の企業会計
第3回 企業会計の本質とフレームワーク
第4回 会計制度の論理と体系
第5回 企業のディスクロージャー
第6回 損益計算書のパラダイム
第7回 経営パフォーマンスの測定と表示
第8回 貸借対照表のパラダイム
第9回 資産の会計
第10回 持分の会計
第11回 金融商品の会計
第12回 従業員給付の会計
第13回 連結グループの会計
第14回 企業結合・事業分離等の会計
第15回 グローバリゼーションの会計
定期試験は実施しない

【授業計画】

本講義では、以下のように授業時間外の学習を行ってください。
［予習］次回の授業範囲について、専門用語等を調べ、ノート等にまとめる（2時間）。
［復習］授業中に取り扱った内容について、ノート等にまとめ知識の定着を図る（2時間）。
なお、質問等がある場合は、掲示等でオフィスアワーの日時を確認のうえ、研究室に来てください。

【授業時間外の学習】

授業への貢献（50％）、レポート（50%）により総合的に評価します。なお、レポートについては授業時
間内に講評することでフィードバックを行います。

【成績の評価】

なし（受講者と相談の上、文献を適宜指示します）。
【使用テキスト】

伊藤邦雄『新・現代会計入門』日本経済新聞出版社　※最新版を参考文献にします。
【参考文献】



管理会計特論科目名：
岡田　龍哉(OKADA　Tatsuya)担当教員：

　管理会計システムはあらゆる組織で必要とされる経営システムの重要な一部であり、特に原価管理・利
益管理においては原価計算システムの適切な設計と運用が不可欠である。本講義では、経営システム、特
にマネジメント・コントロール・システム、特に原価計算システムの設計および運用について論じる。さ
らに、戦略的コスト・マネジメントの重要性が高まる中で、それらの理念および実際の運用事例を検討す
ることによって、幅広く管理会計の知識を獲得しながら、それに対する深い洞察力を養うことを目的とす
る。
　なお、この授業科目では、学位授与の方針の「１．経営学に関連する優れた専門知識を身に付けている
」、「２．企業や自治体、ＮＰＯ等の組織で高度な課題に応えられる能力を有している」に関連する知識
・技能の修得をめざす。また、学修成果『①専門的知識活用能力、②多角的かつ多面的思考能力』に関連
している。

【授業の紹介】

①マネジメント・コントロール・システムの意義とその中における原価計算の役立ちを説明できる。
②戦略的コスト・マネジメントの理念を理解し、それぞれの手法の具体的な運用について論じることがで
きる。
③管理会計をめぐる現実の諸問題を認識し、それに対する解を論理的に導出することができる。

【到達目標】

第1回　管理会計の目的と意義
第2回　原価計算論の歴史
第3回　「原価計算基準」の理念と目的
第4回　材料費計算における諸問題
第5回　労務費計算における諸問題
第6回　製造間接費の配賦問題
第7回　製造間接費の構造の変化と活動基準原価計算
第8回　製品別計算における諸問題
第9回　標準原価計算とコスト・マネジメント
第10回　直接原価計算とコスト・マネジメント
第11回　原価計算と予算管理
第12回　原価計算と意思決定問題
第13回　戦略的コスト・マネジメントの理念
第14回　ケース・スタディ：原価企画
第15回　経営システムの中の原価計算（全体のまとめ）
定期試験は実施しない

【授業計画】

　受講者は毎回の授業において、提示された論題について報告を行う。したがって指定された文献に基づ
き、各論題について報告資料を作成する必要がある。また、基本的な原価計算の知識や計算技術を前提に
議論を行うため、知識等が不足していると考えられる場合には別途課題を提示する。そのため、１回の授
業につき予習２時間、復習２時間の準備時間を想定していただきたい。
　授業時間外に質問等がある場合には、オフィスアワーを活用すること。

【授業時間外の学習】

　授業時間内における報告およびディスカッションへの貢献度（70%）および最終レポート（30%）で評価
する。
　なお、報告およびディスカッションについては毎回の授業時間中にフィードバックを行い、最終レポー
トは添削し、返却することでフィードバックとする。

【成績の評価】

　指定しない。論題に合わせ、受講者との協議のうえ、適切な文献を適宜指示する。
【使用テキスト】

　岡本清『原価計算　六訂版』國元書房 2000年 ISBN:4-7658-1009-7.
　その他、受講者の関心や問題意識に応じて適宜指示する。

【参考文献】



監査特論科目名：
井上　善弘(INOUE Yoshihiro)担当教員：

監査論の主要な研究領域である財務諸表監査について，そこにおける基礎的概念と方法論を説明する。財
務諸表監査は，企業が公表する財務諸表の信頼性を独立した第三者の立場から保証することをその任務と
するものであり，現代の経済社会における重要なインフラストラクチャーのひとつと考えられている。本
授業を履修することで，会計学の主要領域の一つである監査論の知識・技法を修得する。また，このよう
な会計学に関する専門的知識の修得を通して，組織においてその知識を適切に活用することができるよう
になるとともに，より広く，課題に気付いて解決する力や社会に貢献できる力を身に付けることができま
す。
また、この授業科目では、修了認定・学位授与の方針の「１．経営学に関連する優れた専門知識を身に付
けている。２．企業や自治体、ＮＰＯ等の組織で高度な課題に応えられる能力を有している。」に関する
知識、技法の修得をめざします。なお、学修成果の『①専門的知識活用能力，②多角的かつ多面的思考能
力』に関連しています。

【授業の紹介】

１ 財務諸表監査がどのような基礎的概念と方法論を用いて実施されているかを説明することができる。
２ 財務諸表監査が現代の経済社会で果たしている役割について説明することができる。

【到達目標】

第１回　監査とは　　
第２回　財務諸表監査の意義　　
第３回　財務諸表監査の必要性　　
第４回　監査人
第５回　監査プロセスの全体像（１）適正性命題とアサーション　
第６回　監査プロセスの全体像（２）監査要点の意義
第７回　監査証拠（１）～監査証拠の意義　　
第８回　監査証拠（２）～監査証拠の分類方法～
第９回　監査手続（１）～一般監査手続～　
第10回　監査手続（２）～個別監査手続～
第11回　内部統制　
第12回　試査とその理論的根拠　
第13回　監査報告書（１）～標準監査報告書～
第14回　監査報告書（２）～監査意見の移行形態～　　
第15回　講義全体の総括と整理
定期試験は実施しない

【授業計画】

第１～４回，第５～１０回，第１１回～１４回の授業内容に関するレポートの提出（３回）を求める。
（準備学習30時間+事後学習時間30時間）

【授業時間外の学習】

授業における質疑・応答，議論への参加（40％）とレポート（60％）による。レポートは添削のうえ，授
業時に返却する。

【成績の評価】

長吉・北山・伊藤・井上・岸・異島『監査論入門（第５版）』中央経済社，2022年（近刊）
【使用テキスト】

なし
【参考文献】



経済学特論科目名：
長町　康平(NAGAMACHI Kohei)担当教員：

この授業では、経済や経済政策の体系的な理解に役立つ経済学の考え方について、ミクロ経済学と呼ばれ
る分野を中心に理論と応用を学ぶ。なお、本授業は、修了認定・学位授与の方針の「１．経営学に関連す
る優れた専門知識を身に付けている。」に関する知識の習得と応用を扱う科目として位置付けられる。ま
た、学修成果『①専門的知識活用能力、②多角的かつ多面的思考能力』に関連している。

【授業の紹介】

1. 経済学的思考について説明できる。
2. 市場が果たす役割と限界、市場がうまく機能しない場合の対処法について説明できる。
3. 経済理論の現実への応用例について具体例を挙げて説明できる。

【到達目標】

第1回　イントロダクション
経済学がどのような学問かを紹介する。

第2回　需要と供給（1/2）
需要と供給のモデルを構成する需要と供給について学ぶ。

第3回　需要と供給（2/2）
需要と供給のモデルの分析方法について学ぶ。

第4回　需要の価格弾力性
需要の価格弾力性とその応用例である価格差別について学ぶ。

第5回　消費者行動（1/2）
支払許容額や消費者余剰等の概念を導入し、消費者行動から需要曲線を導出する。

第6回　消費者行動（2/2）
消費者行動を効用最大化問題として定式化する意思決定の実証分析について学ぶ。

第7回　生産の費用
生産活動に伴う様々な費用概念について整理する。

第8回　生産者行動（1/2）
生産者行動を利潤最大化問題として定式化する方法を学ぶ。

第9回　生産者行動（2/2）
企業の利潤最大化の観点からサブスクリプションサービスについて分析する。

第10回　市場の効率性
市場がうまく機能する条件を整理し、市場の役割と限界について考える。

第11回　外部性
外部性とそれへの対処法の一つであるピグー税・補助金について学ぶ。

第12回　公共財
財・サービスの分類や公共財の供給について学ぶ。

第13回　独占
独占市場について学び、応用としてデジタル・プラットフォームの規制について議論する。

第14回　情報の非対称性
情報の非対称性によって引き起こされる問題（モラル・ハザードと逆淘汰）とそれへの対処法について学
ぶ。

第15回　まとめ
授業内容を振り返り、経済学的思考について改めて確認する。

（注）授業の進捗状況等によって授業計画を変更することがある。

【授業計画】



  授業は積み上げ式であるため、授業内容の予習と復習（宿題を含む）を継続して行うこと。予習では、
参考書の関連する箇所を通読した上で、重要な概念やモデルの図について自身でノートを整理することが
望ましい（1.5時間/週）。復習では、各回の授業内容や過去の授業内容との関連性についての整理と補足
動画の視聴（1.5時間/週）、宿題の解答や解説動画の視聴（1時間/週）が求められる。

【授業時間外の学習】

授業への貢献（出席ではなく、授業中の発言等） 20%、宿題 80%

宿題は次回の授業時に返却する。宿題の解説は、受講者の正答率が低い問題を中心に行うことで理解を促
す。

【成績の評価】

教科書は特に指定しない。「参考文献」に挙げる入門レベルのテキストの中から好みに合わせて選択する
ことをお勧めする。

【使用テキスト】

P. クルーグマン・R. ウェルズ (2017)『クルーグマン　ミクロ経済学（第2版）』東洋経済新報社
N.G.マンキュー (2019)『マンキュー経済学I ミクロ編（第4版）』東洋経済新報社

【参考文献】



地域経済特論科目名：
正岡　利朗(MASAOKA　Toshirou)担当教員：

　地域経済学の主要なテーマのひとつである「人口移動」の理論と実証について講述します。本講義では
、まず、地域と人口についてのイメージを深めた上で、人口移動によって引き起こされるさまざまな地域
問題を取り上げます。続いて、わが国における地域間人口移動の現況及びその要因について、とくに地域
政策の視点より言及し、あわせて、その基本的な分析手法について解説を行います。
　なお、この授業科目では、修了認定・学位授与の方針の「１．経営学に関連する優れた専門知識を身に
付けている。」、「２．企業や自治体、ＮＰＯ等の組織で高度な課題に応えられる能力を有している。」
に関する知識、技法の修得をめざします。
　また、学修成果『①専門的知識活用能力、②多角的かつ多面的思考能力』に関連しています。

【授業の紹介】

１．経営学の研究を遂行する上で、身につけておきたい地域経済についての理論及び知っておいた方がよ
い各種の地域経済情報を整理して理解することができる。
２．現実のデータを扱い、実証分析を行うことができる。
３．理論と実証の両方をバランスよく身につけられるようになる。
４．上記の各知識や授業中に得た情報処理能力を統合的に活用して、ソサエティー5.0に寄与する各技能
や考え方を身に付けることができる。

【到達目標】

第１回　ガイダンス
第２回　地域と人口について
第３回　地域について
第４回　地域問題について
第５回　地域政策と人口移動①（国レベルの地域政策）
第６回　同　上②（地方自治体レベルの地域政策）
第７回　人口移動の構造①（「地域」を中心とした分類）
第８回　同　上②（「移動の主体」を中心とした分類）
第９回　人口移動の理論①（プル・プッシュ理論）
第10回　同　上②（プル・プッシュ理論の再検討）
第11回　人口移動の統計資料
第12回　人口移動の分析手法①（総論）
第13回　同　上②（手法についての実習）
第14回　今後の人口移動について
第15回　これまでの授業のまとめ（学習した重点項目の確認）と質疑応答
定期試験は実施しない。

【授業計画】

　よいレポート内容をまとめるには相当な時間外の学習が必須となります。さまざまな意見を総合して、
自分の意見をまとめるための参考にするという態度を時間をかけてぜひ身につけてください。毎回の授業
開始前にはプリント等を復習し、疑問点、気づいたことをメモ等にまとめておいてください（２時間）。
また、毎回の授業毎にＡ４・１枚程度の内容要約を行って記録しておいてください（２時間）。オフィス
アワーを設定しているので、掲示等で日時を確認の上、質問に来てください。

【授業時間外の学習】

　レポート提出（100％）の結果により判断します。ただし、授業態度が不適切な場合はそれに応じた減
点をしますので留意してください。なお、各受講生のレポートの結果については講評し、フィードバック
を行います。

【成績の評価】

　とくにありません。
【使用テキスト】

　大友篤『地域分析入門』東洋経済新報社、1997年。（￥3,456）
【参考文献】



データ分析特論科目名：
松繁　寿和(MATSUSHIGE Hisakazu)担当教員：

この授業では、社会現象およびそれが生じる構造の解明や正しいと見做されている議論の正否を統計的に
明らかにするために必要な基礎的知識と技術を修得します。統計学の理論を簡潔に説明した後、実際にデ
ータを分析する作業と分析結果を議論することに多くの時間を費やします。特に、企業の人事制度を模倣
して作成された擬似人事マイクロデータを使い、人事労務管理の諸問題をどのように分析し検証していく
かを経験します。
また、この授業科目では、修了認定・学位授与の方針の「１．経営学に関連する優れた専門知識を身に付
けている。２．企業や自治体、ＮＰＯ等の組織で高度な課題に応えられる能力を有している。」を目的と
しています。また、学修成果『①専門的知識活用能力②多角的かつ多面的思考能力』に関連しています。

【授業の紹介】

1.統計学の基礎を理解できる。
2.Excelを使って統計の基礎的分析ができる。
3.人事に関する諸問題を統計的に分析する視点と技術を身につけ、対策を検討できる。

【到達目標】

第１回　コースガイダンス
第２回　なぜ統計学が必要か
第３回　データ整理
　‐データ整理に必要なポイント
第４回　データの性質理解
　‐代表値
　‐グラフを使ったデータの性質の把握
第５回　バラツキをつかむ指標　
　‐分散、標準偏差
　‐変動係数
第６回　バラツキの形　
　‐外れ値の処理
　‐データの偏り具合や集まり具合
第７回　相関分析
　‐分散と共分散
　‐相関係数の比較
第８回　仮説検定
　‐平均値の差の検定
　‐適合度検定
第９回　最小二乗法　1
　‐決定係数
　‐P値
第10回　最小二乗法　2
　‐ダミー変数
　‐交差項
第11回　カテゴリー・データ
　‐ロジットとプロビット
　‐順序ロジットとプロビット
第12回　Stata実習 1
第13回　Stata実習 2
第14回　サンプル・バイアスとその補正
第15回　パネルデータ分析
（定期試験は行いません。）

【授業計画】

1.予習（各授業ごとに、2時間）
2.復習（各授業ごとに、2時間）
3.統計分析作業（各授業ごとに、2時間）

【授業時間外の学習】

宿題・レポート(100%)・・・コメントとともに評価をフィードバックし、議論します。
【成績の評価】

松浦 寿幸(2021) 『Stataによるデータ分析入門 経済分析の基礎から因果推論まで（第３版）』 東京図
書

【使用テキスト】



A. Colin Cameron and Pravin K. Trivedi (2010) Microeconometrics Using Stata, Stata Press

Jeffrey Wooldridge (2013) Introductory Econometrics 5e International edition, Cengage Learning

【参考文献】



統計学特論科目名：
大藪　和雄(OHYABU　Kazuo)担当教員：

　この授業は、実務経験のある教員による授業科目です。
　統計データの分析法について、実際のデータを取り上げながら、EXCELを使って講義を進める。院生は
理論だけでなく、統計分析法をより具体的に把握することができる。たとえば、第5・6回には、コンビニ
の企業データに基づき、ローレンツ曲線を描き、ジニー係数を計算し、H.D.インデックスを計算し、集中
度の意味を考察する。いろいろなグラフによる表現方法を体得することにより、修士論文に自分なりのグ
ラフを作ることができるであろう。日本の統計データなどについて検索力をつけることにより、インター
ネットでデータを探すことができるようになるであろう。また、微妙に異なっている統計表を適切に利用
できる能力が身につくであろう。このことにより、企業や自治体に就職した場合、自分らしい統計分析が
できるようになるであろうし、博士課程に進学する場合でも、基礎的な力を養うことができよう。
　この授業の担当者は、国の実施する工業統計・商業統計・事業所統計（現、経済センサス）、家計調査
の実際に経験があるため、政府の公表しているデータを利用する場合に、学生に細かい指導が可能であろ
う。
　また、この授業科目では、修了認定・学位授与の方針の「1.経営学に関連する優れた専門知識を身につ
けている。2.企業や自治体、NPO組織で高度な課題に応えられる能力を有している。」に関する知識、技
法の修得をめざします。なお、学修成果『①専門的知識活用能力。②多角的かつ多面的思考能力。』を常
に意識し、その実現をめざして日々努力するつもりである。受講者は、ぜひ、期待に応えて欲しい。

【授業の紹介】

　この授業を受講した学生は、
1.具体例により代表値・分散度の使い方を理解し、一般的な説明もできる。
2.年齢調整死亡率・経済指数の背後の考え方である条件の異なる場面での比較の方法について理解でき、
応用できる。
3.具体的データの検索方法と目的に合致するようにデータを抽出する方法を理解し、応用できる。
4.データを分解して計算することによって変化の要因を理解し、他の分野にも応用できる。
5.実際の問題について統計学の代表的な推定・検定の考え方を理解し、実際に応用できる。

【到達目標】

　第１回　平均・加重平均・移動平均
　第２回　分散度の意味
　第３回　年齢調整死亡率の意味
　第４回　経済指数の理解
　第５回　ローレンツ曲線とジニ係数の実際
　第６回　ハーフィンダール指数と集中度の分析・利用
　第７回　相関分析の応用
　第８回　回帰分析・重回帰分析の意味
　第９回　2項分布・正規分布の計算
　第11回　推定の考え方と計算
　第12回　検定の考え方と計算　
　第13回　時系列分析①（時系列分析の古典的考え方）
　第14回　時系列分析②（ロジスティック曲線のあてはめ）
　第15回　レポートの作成方法（テーマは年度により異なる）

定期試験は実施しない。データ分析の意味・分析能力が獲得できるであろう。　　　　

【授業計画】

　前もって配布する資料から、用語・EXCELの関数などについて各自調べておく（1時間）。授業中に解い
た問題に近い問題を12回配布するが、それを自分で考えて解いてみる（1回2時間）。そのことにより理解
が深まる。各回授業でやったことを文章にまとめる（1回0.5時間）。試験は行わないが、中レポートを3
回提出してもらう（1回約5時間）。
（時間配分は、各人異なってよい）
　実施した授業の内容および、レポートの評価などについて、メール・口頭などで大いに質問して欲しい
。

【授業時間外の学習】

　復習のレポート（10％）。中レポート（30％）。最終レポート（60％）。
　復習問題は、次回にフィードバックする。中レポートは、メールによりフィードバックする。

【成績の評価】

　プリントを毎回配布する。統計学問題演習を配布する。
　　2014年5月「統計学問題演習」大藪和雄著　アート印刷株式会社作成。

【使用テキスト】



　前川功一編著「経済・経営系のためのよくわかる統計学」朝倉書房、2014年3月。
　村上正康・安田正實共著「統計学演習」培風館、1989年1月。
　その他は、その都度示す。参考文献は、各自参照のこと。質問には、いつでも応じる。

【参考文献】



外国文献研究科目名：
ウィリアムズ　R.T.(WILLIAMS　R.T.)担当教員：

This course will require students to read an English book over the course of the semester and
discuss the contents with the instructor.  Attention will be paid to cultural norms and
cultural differences between different cultures.  The outline of the course will follow the
main topics in the book.  The class will use an active learning style.  Students will be
required to express themselves in English. According to the diploma policy of Takamatsu
University, students will be able to develop a keen understanding of the global society and
will be able commit themselves to become contributing members of the local community.
また、この授業科目では、修了認定・学位授与の方針の「２．企業や自治体、ＮＰＯ等の組織で高度な課
題に応えられる能力を有している。」に関する知識、技法の修得をめざします。
なお、学修成果『②多角的かつ多面的思考能力③多文化理解能力』に関連しています。

【授業の紹介】

1.Students will be able to read and analyze data.
2.Students will be able to make a logical and organized report.
3.Students will be able to make a logical and organized presentation.
4.Students will be able to understand the primary topics of the book.

【到達目標】

第１回　Orientation and introduction to the material
第２回　Pt. 1 Chapters 1 and 2  How to deal with people
第３回　Pt. 1 Chapter 3 Working in a social environment
第４回　Pt. 2 Chapters 1 and 2  Making a good impression
第５回　Pt. 2 Chapters 3, 4, and 5 Interpersonal Communications
第６回　pt. 2 Chapter 6 Making and keeping friends and interpersonal relationships
第７回　Mid-term presentation on a topic of interest to each student
第８回　pt. 3 Chapters 1, 2 and 3 Argument and how to solve them
第９回　pt. 3 Chapters 4, 5 and 6 Dealing with complaints
第10回　pt. 3 Chapters 7 and 8 Cooperation in the work environment
第11回　pt. 3 Chapter 9 How to satisfy others and make them feel at ease
第12回　pt. 3 Chapter 10 Working to presuppose the needs of others
第13回　pt. 3 Chapters 11 and 12  Counselling
第14回　Test review and practice for final presentation
第15回　Final presentation
No test

【授業計画】

Students will be required to read the textbook and prepare presentations for in-class
discussion and discuss every week what they learned in the previous week for evaluation
purposes.  Students will spent a total of 30 hours outside class to prepare for presentations.

【授業時間外の学習】

Class participation, mid-term and final presentations will be equally weighted for the final
grade
students will be given Feedback after evaluations.  Students will be evaluated at the end of
the term after they complete their final evaluation.

【成績の評価】

How to Win Friends and Influence People
Dale Carnegie

【使用テキスト】

Not applicable
【参考文献】



特別演習Ⅰ科目名：
藤原　泰輔(FUJIHARA　Taisuke)担当教員：

本演習は実務経験のある教員による授業である。企業での戦略策定、中期計画策定、資金調達やM&Aの実
施など実際の経験を活かし、企業の現場における具体的な事例を盛り込みながら進めていく。
本演習は、前半の15回と後半の15回の大きく二つのパートに分けられる。前半は修士論文を作成するため
に必要となる知識・思考・スキルを修得すること、そして後半は修得した知識・思考・スキルを実際に用
いて修士論文の骨格の作成を進めることが目的である。指導教員と院生が修士論文の執筆についてゼミ形
式で議論を行い、院生は修士論文の作成に向けて種々の報告を行う。なお、本演習で修得したものは、修
士論文の作成発表を通して調査研究能力を高めることのみならず、広くビジネスの現場においても役立つ
ものである。
本演習は、修了認定・学位授与の方針の「１．経営学に関連する優れた専門知識を身に付けている。」を
育成することを目指す。また、学修成果『①専門的知識活用能力、②多角的かつ多面的思考能力』に関連
しています。

【授業の紹介】

①修士論文を作成するために必要となる知識と技術を身に着けることができる。
②身に着けた知識や技術を活用して、実際の修士論文の作成を進めることができる。

【到達目標】

第1回　オリエンテーション
第2回　研究するとはどういうことか
第3回　論文を書くとはどういうことか
第4回　面白いテーマとは
第5回　テーマの探し方
第6回　論点とは何か
第7回　論点の立て方
第8回　論点の構造化
第9回　仮説とは何か
第10回　仮説の立て方
第11回　仮説の精緻化
第12回　研究の方法論：概論
第13回　インタビューの仕方
第14回　定量分析：概論
第15回　定量分析：応用
第16回　研究テーマの探索
第17回　研究テーマの深耕
第18回　研究テーマにおける論点の設定
第19回　設定された論点の精緻化
第20回　論点に対する仮説構築
第21回　構築した仮説の精緻化
第22回　論文アウトラインの作成
第23回　論文アウトラインの精緻化
第24回　検証のためのデータ収集
第25回　検証のための情報探索
第26回　論文概要報告（第1回）
第27回　討議を受けての修正(1)
第28回　論文概要報告第2回
第29回　討議を受けての修正(2)
第30回　論文概要最終報告
定期試験は実施しない。

【授業計画】

毎回のテーマに関する資料の事前読み込みや自身での情報探索、およびそれをまとめたレジュメの作成が
課される（4時間）。
また討議終了後の復習として、講義の中で指摘されたことを自分が作成しているアウトプットに反映させ
る作業が課される（3時間）

【授業時間外の学習】

大学院生の毎回の報告内容で評価する（講義貢献100％）。
評価に関してフィードバックを希望する人は個別に研究室で実施する。

【成績の評価】

なし。資料が必要な場合には事前に配布する。
【使用テキスト】



伊丹敬之『創造的論文の書き方』有斐閣（2001年）
内田和成『仮説思考』東洋経済新報社（2006年）
内田和成『論点思考』東洋経済新報社（2010年）

【参考文献】



特別演習Ⅱ科目名：
岡本　丈彦(OKAMOTO　Takehiko)担当教員：

　本演習では「修士論文」の執筆について院生と議論を行い、院生が作成した報告資料に基づき報告を行
ってもらう。
　「修士論文」の内容に即した経営学に関連した知識を修得して、この授業科目では、修了認定・学位授
与の方針の「１．経営学に関連する優れた専門知識を身に付けている。」に関する知識、技法の修得をめ
ざし、企業・組織等で活用することができることを目標とする。
　また、学修成果『①専門的知識活用能力および②多角的かつ多面的思考能力』に関連しています。

【授業の紹介】

①　院生が「修士論文」を完成させることができる。
②　院生が「修士論文」を完成させるための前提となる知識を修得することができる。

【到達目標】

【新型コロナウイルス対策】
在宅学習が必要になった場合は、オンラインでの指導を行う場合もある。

第1回　今後の学会報告についてのディスカッション
第2回　前年度にサーベイした論文についての報告①
第3回　前年度にサーベイした論文についての報告②
第4回　前年度にサーベイした論文についての報告③
第5回　前年度にサーベイした論文についての報告④
第6回　経営シミュレータの運用実験①
第7回　経営シミュレータの運用実験②　
第8回　経営シミュレータの運用実験③
第9回　経営シミュレータの運用実験④
第10回　学会予稿集の執筆①
第11回　学会予稿集の執筆②　
第12回　学会予稿集の執筆③
第13回　学会報告の練習①
第14回　学会報告の練習②
第15回　前期のまとめと「修士論文」についての相談
第16回　インタビュー調査の準備①　
第17回　インタビュー調査の準備②
第18回　インタビュー調査①
第19回　インタビュー調査②
第20回　「修士論文」第1章の報告とディスカッション　
第21回　「修士論文」第2章の報告とディスカッション　
第22回　「修士論文」第3章の報告とディスカッション　
第23回　「修士論文」第4章の報告とディスカッション　
第24回　「修士論文」第5章の報告とディスカッション　
第25回　報告会の準備
第26回　「修士論文」第1章・第2章の報告
第27回　「修士論文」第3章・第4章の報告
第28回　「修士論文」の序・結の報告
第29回　最終審査の準備①
第30回　最終審査の準備②
　定期試験は実施しない

【授業計画】

論文の作成に週12時間以上の時間が必要であり、またインタビュー調査の準備にも週4時間を要する。
【授業時間外の学習】

各回での報告内容(41%)、修士論文(59%)で評価を行う。フィードバックに関しては、各回での報告内容に
関してはその場で説明を行う。提出された修士論文の評価に関しては、提出後にフィードバックを実施す
る。

【成績の評価】

院生と話し合って決める。
【使用テキスト】

　アンドレアス・ズーハネク著/柴田明・岡本丈彦訳　[2017], 『企業倫理：信頼に投資する』　同文舘
出版　ISBN-13 : 978-4495388010。

【参考文献】


	経営学領域
	会計学領域
	共通科目
	特別演習

